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(百万円未満切捨て)
１．2019年３月期の業績（2018年４月１日～2019年３月31日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2019年３月期 6,801 3.2 1,185 8.3 1,205 7.5 766 0.8

2018年３月期 6,592 2.0 1,093 10.6 1,121 10.3 760 △10.0
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2019年３月期 65.04 － 11.2 12.0 17.4

2018年３月期 64.54 － 12.3 12.1 16.6

(参考) 持分法投資損益 2019年３月期 －百万円 2018年３月期 －百万円
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2019年３月期 10,306 7,073 68.6 600.31
2018年３月期 9,710 6,655 68.5 564.86

(参考) 自己資本 　2019年３月期 7,073百万円 　2018年３月期 6,655百万円
　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2019年３月期 934 △60 △117 6,548

2018年３月期 669 109 △88 5,791

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2018年３月期 － 0.00 － 10.00 10.00 117 15.5 1.8

2019年３月期 － 0.00 － 13.00 13.00 153 20.0 2.2

2020年３月期(予想) － 0.00 － 13.00 13.00 19.4

（注）当社は、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2018年３月期の期

　 末配当金につきましては、当該株式分割を考慮した額を記載しております。
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３．2020年３月期の業績予想（2019年４月１日～2020年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,400 3.1 560 4.1 570 3.9 370 2.4 31.40

通 期 7,050 3.7 1,230 3.8 1,250 3.7 790 3.1 67.05

※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2019年３月期 11,784,000 株 2018年３月期 11,784,000 株

② 期末自己株式数 2019年３月期 1,264 株 2018年３月期 1,264 株

③ 期中平均株式数 2019年３月期 11,782,736 株 2018年３月期 11,782,861 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

　

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P２「１．経営成績等の概況」をご覧くだ

さい。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当事業年度における当社を取巻く事業環境は、子育て支援事業における国や地方自治体の保育所に対する政策方針の

変化が挙げられます。今年の10月より始まる予定の幼児教育の無償化は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育

の重要性や、幼児教育の負担軽減を図る少子化対策の観点などから取り組まれるものであり、幼児体育指導業界の同業

者間での差別化がさらに進む傾向にあります。

　このような事業環境を背景に、当事業年度における売上高は、6,801百万円（前期比3.2％増）、経常利益1,205百万円

（前期比7.5％増）、当期純利益766百万円（前期比0.8％増）となりました。

　当事業年度の１株当たり当期純利益は65円04銭となりました。前事業年度における１株当たり当期純利益は64円54銭

でした。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　① 幼児体育指導関連事業

　正課体育指導の実施会場数は前事業年度末の1,091園から41園増加し、当事業年度末は1,132園となりました。

　また当事業年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,115カ所63,587名となりました。前事業年度末

における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,092カ所65,696名でした。課外体育指導の会員数は、前事業年度末

の会員数に対して3.2％減となっております。

　会員数は減少しましたが、課外クラブの月謝の値上げにより、幼児体育指導関連事業に係る売上高は6,457百万円（前

期比3.4％増）、セグメント利益は1,061百万円（前期比9.3％増）となりました。

　② コンサルティング関連事業

　コンサルティング契約件数は、前事業年度末の255件から、当事業年度末は254件となりました。

　コンサルティング契約件数は減少し、コンサルティング関連事業に係る売上高は343百万円（前期比0.6％減）となり

ました。一方、セグメント利益は個別経営指導の増加で契約園減少の利益減をカバーした結果、124百万円（前期比0.8

％増）となりました。

（参考）体育指導実施会場数及び会員数の動向

2018年３月期 2019年３月期 2019年３月期 2019年３月期
増減率(％)

第２四半期 第３四半期

(2018年３月末日)(2018年９月末日)(2018年12月末日)(2019年３月末日) (注)１ (注)２

　幼児体育指導関連事業

正課体育指導会場数 1,091 1,119 1,131 1,132 3.8 0.1

課外体育指導会場数 1,092 1,109 1,114 1,115 2.1 0.1

課外体育指導会員数（人） 65,696 62,348 63,507 63,587 △3.2 0.1

　コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数 255 253 253 254 △0.4 0.4

(注) １. 2019年３月期(2019年３月末日)の2018年３月期(2018年３月末日)に対する増減率です。

２. 2019年３月期(2019年３月末日)の2019年３月期第３四半期(2018年12月末日)に対する増減率です。
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（２）当期の財政状態の概況

資産・負債及び純資産の状況

（資産）

　当事業年度末における総資産残高は10,306百万円となっており、前事業年度末に対して596百万円の増加となりまし

た。

　流動資産については、前事業年度末に対して756百万円の増加となりました。これは主に、現金及び預金が756百万円

増加したためです。

　固定資産については、前事業年度末に対して160百万円の減少となりました。これは主に、投資有価証券の時価評価額

の減少332百万円、繰延税金資産が134百万円、無形固定資産が37百万円増加したためです。

（負債）

　当事業年度末における負債残高は3,233百万円となっており、前事業年度末に対して178百万円の増加となりました。

　流動負債については、前事業年度末に対して314百万円の増加となりました。これは主に、賞与引当金が39百万円減少

し、１年内償還予定の社債300百万円、未払金が47百万円増加したためです。

　固定負債については、前事業年度末に対して136百万円の減少となりました。これは主に、社債が300百万円減少し、

退職給付引当金が152百万円増加したためです。

（純資産）

　当事業年度末における純資産残高は7,073百万円となっており、前事業年度末に対して417百万円の増加となりまし

た。増加の要因は主として、利益剰余金の増加648百万円、その他有価証券評価差額金が230百万円減少したためです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末より756百万円増加し、6,548百万円（前期比13.1％増）

となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、934百万円の収入となりました（前事業年度は

669百万円の収入）。これは営業利益1,185百万円、減価償却費51百万円、運転資本以外の資産及び負債項目の変動144百

万円、税金等の支出470百万円等に因るものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、60百万円の支出となりました（前事業年度は109

百万円の収入）。これは設備投資54百万円の支出等に因るものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、117百万円の支出となりました（前事業年度は88

百万円の支出）。これは、配当金の支払い117百万円に因るものです。

（４）今後の見通し

次期の見通しにつきましては、以下に示すとおりです。本年10月から始まる予定の幼児教育の無償化は、当社に

とりまして追い風になるものと期待しておりますが、消費税率の引き上げによる景況感の悪化など引き続き不透明

な状況にあります。このような状況下、当社としましては、引き続き幼児体育指導の質の向上に努め、課外体育指

導の会員数と正課体育指導の会場数の増加を図ると同時に、幼稚園・保育園へのコンサルティングサービスの提供

範囲の拡大を図ってまいります。

金額(百万円) 2019年３月期比(％)

売上高 7,050 3.7

営業利益 1,230 3.8

経常利益 1,250 3.7

当期純利益 790 3.1
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（５）継続企業の前提に関する重要事象等

　 該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社の事業は専ら日本国内で行われており、当面は日本基準で財務諸表を作成する方針であります。

　なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2018年３月31日)

当事業年度
(2019年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,791,108 6,548,032

売掛金 199,159 198,382

商品 1,929 2,072

貯蔵品 2,076 2,425

その他 64,862 63,979

貸倒引当金 △1,304 △631

流動資産合計 6,057,831 6,814,260

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1 67,089 ※1 62,345

構築物（純額） 5 0

工具、器具及び備品（純額） 35,069 34,745

土地 236,334 236,334

有形固定資産合計 338,498 333,426

無形固定資産 133,435 170,478

投資その他の資産

投資有価証券 2,439,548 2,106,826

繰延税金資産 312,442 447,078

保険積立金 272,792 271,592

投資不動産（純額） 82,100 82,100

その他 73,379 80,505

投資その他の資産合計 3,180,264 2,988,102

固定資産合計 3,652,197 3,492,007

資産合計 9,710,029 10,306,268
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(単位：千円)

前事業年度
(2018年３月31日)

当事業年度
(2019年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 120,510 103,626

1年内償還予定の社債 － 300,000

未払金 164,009 211,577

未払費用 39,067 34,710

未払法人税等 274,801 284,872

前受金 1,714 3,594

賞与引当金 218,154 178,311

その他 113,750 130,111

流動負債合計 932,008 1,246,804

固定負債

社債 300,000 －

退職給付引当金 1,563,121 1,715,908

長期未払金 259,343 270,288

固定負債合計 2,122,464 1,986,197

負債合計 3,054,473 3,233,001

純資産の部

株主資本

資本金 513,360 513,360

資本剰余金

資本準備金 365,277 365,277

資本剰余金合計 365,277 365,277

利益剰余金

利益準備金 15,666 15,666

その他利益剰余金 5,147,596 5,796,150

利益剰余金合計 5,163,263 5,811,816

自己株式 △391 △391

株主資本合計 6,041,509 6,690,062

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 614,046 383,204

評価・換算差額等合計 614,046 383,204

純資産合計 6,655,556 7,073,266

負債純資産合計 9,710,029 10,306,268
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 6,592,070 6,801,476

売上原価 4,417,035 4,565,194

売上総利益 2,175,034 2,236,282

販売費及び一般管理費 ※1 1,081,242 ※1 1,051,199

営業利益 1,093,791 1,185,082

営業外収益

受取利息 2,143 2,123

受取配当金 10,359 11,383

受取賃貸料 537 490

受取手数料 2,688 2,847

保険差益 17,923 －

その他 4,749 7,600

営業外収益合計 38,401 24,445

営業外費用

支払利息 2,895 2,895

保険解約損 829 －

不動産賃貸原価 661 661

固定資産除却損 5,952 －

その他 160 550

営業外費用合計 10,498 4,106

経常利益 1,121,693 1,205,422

税引前当期純利益 1,121,693 1,205,422

法人税、住民税及び事業税 434,044 471,797

法人税等調整額 △51,312 △32,755

法人税等還付税額 △21,489 －

法人税等合計 361,242 439,041

当期純利益 760,451 766,380
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 513,360 365,277 365,277 15,666 4,475,517 4,491,183

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
－ － －

剰余金の配当 △88,371 △88,371

当期純利益 760,451 760,451

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － － － 672,079 672,079

当期末残高 513,360 365,277 365,277 15,666 5,147,596 5,163,263

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △241 5,369,579 334,486 334,486 5,704,066

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
－ －

剰余金の配当 △88,371 △88,371

当期純利益 760,451 760,451

自己株式の取得 △149 △149 △149

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

279,560 279,560 279,560

当期変動額合計 △149 671,929 279,560 279,560 951,489

当期末残高 △391 6,041,509 614,046 614,046 6,655,556

決算短信（宝印刷） 2019年04月25日 18時59分 10ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



幼児活動研究会株式会社(2152) 2019年３月期 決算短信

9

　当事業年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 513,360 365,277 365,277 15,666 5,147,596 5,163,263

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
－ － －

剰余金の配当 △117,827 △117,827

当期純利益 766,380 766,380

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － － － 648,553 648,553

当期末残高 513,360 365,277 365,277 15,666 5,796,150 5,811,816

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △391 6,041,509 614,046 614,046 6,655,556

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
－ －

剰余金の配当 △117,827 △117,827

当期純利益 766,380 766,380

自己株式の取得 － － －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△230,842 △230,842 △230,842

当期変動額合計 － 648,553 △230,842 △230,842 417,710

当期末残高 △391 6,690,062 383,204 383,204 7,073,266
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,121,693 1,205,422

減価償却費 50,759 51,038

貸倒引当金の増減額（△は減少） 397 △672

受取利息及び受取配当金 △12,502 △13,506

支払利息 2,895 2,895

売上債権の増減額（△は増加） 4,824 776

商品の増減額(△は増加) 283 △142

貯蔵品の増減額（△は増加） △265 △349

その他の流動資産の増減額（△は増加） 12,633 883

仕入債務の増減額（△は減少） △4,401 △16,883

未払金の増減額（△は減少） 38,603 19,824

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,543 △39,843

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △257,834 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 154,383 152,787

固定資産除却損 5,952 －

保険差益 △17,923 －

前受金の増減額（△は減少） △282,174 1,880

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,489 14,222

長期未払金の増減額（△は減少） 259,343 10,944

その他の流動負債の増減額（△は減少） △10,856 6,904

その他 4,319 △1,086

小計 1,069,185 1,395,094

利息及び配当金の受取額 12,502 13,506

利息の支払額 △2,895 △2,895

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △409,705 △470,849

営業活動によるキャッシュ・フロー 669,087 934,856

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △21,464 △21,745

無形固定資産の取得による支出 △88,351 △32,932

定期預金の純増減額（△は増加） 200,000 －

保険積立金の解約による収入 31,457 1,200

その他 △11,820 △6,796

投資活動によるキャッシュ・フロー 109,820 △60,274

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △149 －

配当金の支払額 △88,220 △117,657

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,370 △117,657

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 690,538 756,924

現金及び現金同等物の期首残高 5,100,570 5,791,108

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,791,108 ※1 6,548,032
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物

３～47年

工具、器具及び備品

３～８年

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業年度の期首か

ら適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

(貸借対照表関係)

※１ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は次のとおりでありま

す。

　 （千円）

前事業年度
(2018年３月31日)

当事業年度
(2019年３月31日)

　圧縮記帳 　1,179 1,179

　（うち、建物附属設備） 　（1,179） （1,179）

(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

広告宣伝費 89,613千円 84,011千円

役員報酬 163,832 169,191

従業員給料 130,573 131,334

賞与引当金繰入額 13,099 10,563

退職給付費用 12,097 12,134

役員退職慰労引当金繰入額 1,509 －

不動産関係費 148,890 154,417

寄付金 610 620
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

発行済株式

　普通株式 5,892,000 5,892,000 － 11,784,000

　合計 5,892,000 5,892,000 － 11,784,000

自己株式

　普通株式 544 720 － 1,264

　合計 544 720 － 1,264

(変動事由の概要)

自己株式の取得による増加 88株

普通株式１株を２株に分割したことによる増加

普通株式 5,892,000株

自己株式 632株

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2017年６月27日
定時株主総会

普通株式 88,371 15 2017年３月31日 2017年６月28日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 117,827 利益剰余金 20 2018年３月31日 2018年６月27日

（注）当社は、2018年４月１日付で１株を２株に株式分割しておりますので、株式分割後に換算いたしますと、

　 １株当たり配当額は10円となります。
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当事業年度(2018年４月１日 至 2019年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

発行済株式

　普通株式 11,784,000 － － 11,784,000

　合計 11,784,000 － － 11,784,000

自己株式

　普通株式 1,264 － － 1,264

　合計 1,264 － － 1,264

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 117,827 20 2018年３月31日 2018年６月27日

（注）当社は、2018年４月１日付で１株を２株に株式分割しておりますので、株式分割後に換算いたしますと、

　 １株当たり配当額は10円となります。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 153,175 利益剰余金 13 2019年３月31日 2019年６月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

現金及び預金 5,791,108千円 6,548,032千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 5,791,108 6,548,032

(持分法損益等)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

(１)報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

(２)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「幼児体育指導関連事業」は、正課体育指導、課外体育指導、イベント企画、保育所経営のサービス提供を行

い、「コンサルティング関連事業」は、幼稚園・保育園の経営コンサルティング、セミナーの企画・開催のサー

ビス提供を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

(単位：千円)

　

報告セグメント
財務諸表
計上額幼児体育指導

関連事業
コンサルティング

関連事業
計

売上高 　

外部顧客への売上高 6,246,229 345,840 6,592,070 6,592,070

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － －

計 6,246,229 345,840 6,592,070 6,592,070

セグメント利益 970,739 123,051 1,093,791 1,093,791

その他の項目 　 　 　 　

減価償却費 50,759 － 50,759 50,759

(注) セグメント資産については、事業セグメントに資産を配分していないため記載しておりません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。
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当事業年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

(単位：千円)

　

報告セグメント
財務諸表
計上額幼児体育指導

関連事業
コンサルティング

関連事業
計

売上高 　

外部顧客への売上高 6,457,651 343,824 6,801,476 6,801,476

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － －

計 6,457,651 343,824 6,801,476 6,801,476

セグメント利益 1,061,022 124,060 1,185,082 1,185,082

その他の項目 　 　 　 　

減価償却費 51,038 － 51,038 51,038

(注) セグメント資産については、事業セグメントに資産を配分していないため記載しておりません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

(１)１株当たり純資産額 564円86銭 600円31銭

項目
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

(２)１株当たり当期純利益金額 　 64円54銭 　 65円04銭

(算定上の基礎)

当期純利益（千円） 760,451 766,380

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 760,451 766,380

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,782 11,782

（注） 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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